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【研究ノート】
IMFの多国間為替相場モデルと
実効為替相場 CIJ
木 村 滋
国際通貨基金の ResearchDepartmentが開発した多国間為替相場モデル
(Multilateral Exchange Rate Model: MERM)は実効為替相場 (Effec-
tive Exchange Rate)の計測その他の適用面を有している。 MERM は
(1) 
Armington (1969)の「生産の場所によって区別された生産物の需要理論」
の線に沿って， IMFの ResearchDepartment のスタッフ Artusand 
(2) 
Rhomberg (1973) により，工業国に関するモデルが展開され， それが
Rhomberg (1976)により， 15カ国工業国の実効為替相場の計測に適用され
(3) 
た。他方，同じく IMFのスタッフ Belanger(1976)により， 1次産品国
に関する MERMが作られ， それがザイールとザンビアの実効為替相場の
(4) 
計測に適用された。
ここに実効為替相場とは何か。たとえば円は米ドルに対して為替相場が上
昇したが，西独マルクに対してはそれは下落したという場合，いったい円は
強くなったのか弱くなったのか判断しがたい。したがって円のいろいろな国
に対する為替相場の変化に対して，相手国別にウエイトを付けて加重平均を
(1) Armington C 1]。
(2) Artus and Rhomberg C 2 J 
(3) Rhomberg C 3]。
(4) Belanger C 4]。
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求め，円の為替相場を 1本の指数で表わしたものが実効為替相場である。実
(5) 
効為替相場は各機関によりさまざまな方法で計測されているが， IMFのそ
の計測は MERMー加重指数とよばれるものであって， この方法による実効
為替相場は，各外国通貨で表わした自国通貨の価格を基準期に対する相対的
な指数（基準期のそれを 1とする）として表わし，自国通貨で表わした各外
国通貨の価格における 1％の変化が自国通貨で測った自国の貿易差額に及ぽ
す効果 (MERMより計算された）からを求めたウエイトを用いて加重幾何
(6) 
平均として計測されている。
この IMFの実効為替相場計測に適用された IMFの MERMは，多数
国，適当にグループ化された多数財，多国間為替相場を含む一般均衡体系で
ある。本ペーパー〔IJは，まず Iで上記 Artusand Rhomberg (1973) 
の多国間為替相場モデル MERMの輪郭を紹介し，次いでnでこの MERM
の基本的諸仮定，需要方程式の導出， CRESH関数の適用など基礎的な問題
について検討する。供給方程式の検討，モデルの実効為替相場計測への適用
などについては次稿〔l］で取り上げる。
I.多国間為替相場モデル
Artus and Rhomberg (1973)の MERMでは，財 (good)は5つのグ
Jレープ（標準国際貿易分類 SITCで示された）に分類される。すなわち，
3種の最終財①食料，飲料およびクバコ（SITC0-1)，③製造品(SITC5-9),
⑧非貿易財，さらに 2種の中間財，④原材料 (SITC2および 4)，⑥鉱物性
燃料 (SITC3)に分類される。 また各財は生産した国（あるいは国のグル
ープ）にしたがって使用上の差異が認められ，特定の国（または国のグルー
プ）が生産した財はこれを 1つの生産物 (product)とする。たとえばフラ
ンスとカナダの農産物は同一の財 (good)であっても異なった生産物 (pro-
duct)とされる。このモデルでは15の国 (14の国と爾余の世界という国の 1
(5) Rhomberg〔3〕p.900
(6) Rhomberg〔⑰pp.95-96。
48 (130) I MFの多国間為替相場モデルと実効為替相場 (I) （木村）
グループ）をとりあげるので， 5種類の財Xl5の国＝75種類の生産物が存在
することになる。ここに15の国とはオーストリア，ベルギー・ルクセンブル
グ，カナダ，デンマーク，フランス，西ドイツ， イクリア， 日本， オラン
ダ，ノルウェー，スウェーデン，スイス，英国，米国および爾余の世界であ
る。
このモデルは為替相場変化が生じてから 2, 3年の適応期間後に生ずる貿
易に及ぽす効果が算定される。 したがって使用される輸入需要の価格弾力
性，輸出供給の価格弾力性その他のパラメークの値はそうした 2, 3年の適
応期間後に関するものである。
l. 需要方程式
需要方程式の導出に際しては次の仮定がおかれている。
① 同一種類の（すなわち同じ財に属する） 2生産物間の限界代替率は他
の種類の（すなわち他の財に属する）生産物の需要量とは独立である。
③ 指数を表わす関数 (indexfunction)ー最終財に関する効用関数と中
間財に関する生産関数ーは 1次同次である。
これらの仮定の意味については Iで考察しよう。
以下に使用される用語は次のとおりである。
i, n=l, 2, 3（最終財）， 4,5（中間財）。
j, k, l=l, ・・, 15（国およぴ爾余の世界）。
＊ 
此＝生産物 ij(j国によって供給された i財）に対する K国の需要額
（ヌメレール通貨表示）一基準年のそれを X:iとする一の変化率。
XいdXMX:j
＊ 
pij＝生産物 ijの価格（ヌメレール通貨表示）一基準年のそれを Puと
＊ 
する一の変化率。 Po=dP11/P1J
＊ 
T1=k国の通貨の為替相場（ヌメレール通貨表示）一基準年のそれを T、
＊ 
とする一の変化率。 T1=dT1/T1r
＊ 
D1,=k国におけるすべての最終財への貨幣支出（国内通貨表示）一基準
＊ 
年のそれを D,.とする一の変化率。 D1=dD1/D,.
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＊ 
IA=K国における 2つの中間財への貨幣支出（国内通貨表示）一基準年の
＊ 
それを 1.とする一の変化率。 l1=dl1/I1
e!=i財に対する K国の需要量吋の支出弾力性。 e!
叫 DA
戸砿石， 
吟／il＝生産物 ilの価格（国内通貨表示）に関する生産物 ijに対する K国
における需要量の価格弾力性。
1Jt1n=n財一般の価格（国内通貨表示）に関する i財一般に対する K国に
おける需要量の価格弾力性。
s:1=X切I:X!.,すなわち K国への l国による財 nの輸出のシェア。
”‘ 最終生産物の需要方程式：
＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
況＝P1J+e図＋幻如(Pil-Tk) ＋2吟"[~S!1(P.1-Ti)] 
l ”中I l 
i, n=l, 2, 3（最終需要財）， j,k, l=I,…， 15（国）。
中間生産物の需要方程式：
*・ * ・*.  * *...  -* 況＝Pii+e切＋エ吟／il(PiI-Tk) ＋ ~,1/加［年 S:1(P•I—わ］
l ”ナヽ l 
i, n=4, 5（中間財）， j,k, l = l;・・, 15（国）。
＊ 
(1) 
(2) 
次にXii＝生産物 ijに対する世界需要額（ヌメレール通貨表示）一基準年
＊ 
のそれを xiとする一の変化率。 X1J=dX1J!X1J
＊ ＊ 
Xu＝四W切；
k 
(3) 
ただし Wか＝X切~x:j とする。 Wりは j 国による i 財の総輸出額（ヌメ
， 
レール通貨表示）一国内からの需要も含むーに占める K国市場への輸出の割
合。
次のことに注目する必要がある。すなわち， nt；/iltまj=lのときは生産物
ijに対する K国の需要の自己価格弾力性を示し， j=J,lのときは生産物 ijに
対する K国の需要の生産物 ilの価格（国内通貨表示）に関する交差価格弾
力性を示す。
非貿易財に関しては， iが非貿易財の場合に K#iのとき Wか＝0, k=j 
のとき w:i=lである。叫i/iはその非貿易財に対する j国の需要の価格弾
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力性であり，吟!ilは K=I=jあるいは l#jか，または K=I=jかつ l尭jとい
う場合には 0に等しい。
このモデルに含まれる需要の価格弾力性の数が余りに多すぎるので以下の
単純化諸仮定をおく。
吟＂をスルツキ一方程式を用いて，所得補償ずみ価格弾力性杓 1＂と支出
弾力性吋とで表わす。すなわち，
n加＝出ーS出 i, n=l, 2, 
吟＂＝出—S出 i, n=4, 5 
3 （最終財）
（中間財）
(4) 
(5) 
ここで S：は nが最終財（または中間財）を指している場合，すべての最終
財（または中間財）への総貨幣支出に占める n財への支出のシェアである。
そこで，いま各種の財がそれに対する欲求・必要の種類によってはっきりと
区別されているとすれば，所得補償ずみ価格弾力性入に（所得補償ずみ自己
価格弾力性杓jiを含む）は小さいものとみなすことができよう。したがっ
て出＝0 と仮定して，
弘＝ーS出
吟／ilをスルツキ一方程式を用いて，
出弾力性叱とで表わす。すなわち，
所得補償ずみ価格弾力性吟／il と支
吟/il＝万，j／jl-S:ls尻 (6) 
ここで S:IS！は K国における総需要に占める生産物 ijのシエアである。い
ま，同一種類の財に属する各生産物の選択を決める指数を表わす関数 Xj=
¢i(Xj1, ．， Xjm) が1次同次であると仮定すれば，
k A e.．= e. 
”‘ (7) 
である。
”i吋(7) 以下の(33), (34)より----＝1，これを利用して，
紅｝ xり
叱
i}吋JDK °叱 iJx/DA_ iJxり吋呪 Dk ヽ= - ＝ - - -- - ＝ e. 
iJD召i iJx: iJDk xt iJ“: 4 iJDL x: ＇ 
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さて次に， CRESH (constant ratios of elasticities of substitution 
homogeneous)関数を用いて 7如と万加を次のように表わそう。
7如＝
a~l羽
EaLXfm 
k a:i,l=I=j (7) 
”’ 
輩＝―(1-嚢）ab (8) 
ここで a:iは K国における i財に属する他の生産物に対する生産物 ijの代
替可能性を表わすパラメークである。このパラメークは外国品に関する限り
相遣はないと仮定する。すなわち， Kヂjのとき ab=aIiとする。他方，国内
品のそれ a{J'は外国品のそれとは異なりうると仮定する。
i財全体の K国の輸入需要の所得補償ずみ価格弾力性 n：は，国内で生産
された i財の価格に関する特定の国からの輸入品に対する K国の需要の交
差弾力性（マイナスの符号をつけた）一5}／ikの輸入ー加重平均として表わす
ことができる。すなわち，（7）を用いて，
吋＝ーエ 碍 ーKi中心xtm”ii/ik
m*K 
直贔ピ”)（詞怒~) (9) 
同様に i財のj国の輸出品に対する外国の需要の所得補償ずみ価格弾力性
況は，（8）を用い，そして全外国市場を集計して，
テii=-aii(1-亡旦＿ aiixt 
mキ，，），中心Xt”.afぷ＋エaiixtm
”ガ
(9)と(10)とより
aい堺／（エ ” 
XE. 
i中心 Xf”aii)（x:，，＼ at,xfけエauXfml”中，，”中，，
au＝ー祝／（1-正直 alix} 
疇心匹＋五f”叫
(10) 
(1) 
(13 
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(8) 
このU1)と⑲とより，反覆法により叱と邸に関して解く。
かくして，需要方程式(1)の構造パラメーク e!, 1J'i/il• 1Jtnが次のようにし
て導かれる。
① n:!” は（4）において，出＝0とおき， S!と叶とより導かれる。
③吟／ilは(6)において， 4＝叶とおき， 7如と StS困とで表わされ，
さらにこの 7ti/aは(1)と⑲とより求めた a：んと au（これらは a:iにおいて，
k=i の場合 ai,• 伝ムi の場合 a:戸仰である）を用いて(7)および(8) より導
かれる。
以上において含まれる基本的なパラメークは各財への支出弾力性 e!, 輸
出の価格弾力性私と輸入の価格弾力性対，貿易フローの値 x:;,x:. （m 
丑），シェア・パラメーク s:.s:1である。 et7iJ'刃はアプライオリな情
報により，貿易フローは OECDの Statisticsof Foreign Trade により，
非貿易財を含む国内取引フロー Xbの値は国民勘定統計より， s:.s:、も統
計により入手可能である。
パラメーク e!は中間財に関しては 1に等しいと仮定される。かくして中
間財の需要方程式(2)は，入伝＝0をもつ式(5)と， 式(6)を用いて次のように書
き直される。
＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
xt=Pu+［ILーエSKェs:1(Pd-Tk)］＋工司ti/il(Pu-Tん） 03) 
n l.  l 
ここで i,n= 4, 5そして S!は中間財への総支出における”財のシエア
である。式(13)の右辺第2項は中間財へのデフレートされた全支出の変化率で
＊ 
あり，これは当該国の総実質産出額における変化率 O,.Iこ等しいと仮定す
る。かくして式(13は次のように書き直される。
＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
xt=P、j+0叶四如(Pu-Ti)
l 
(14) 
(8) Rhombergは次の文献をあげ Gauss-Seidel反復法によって解くことを言及し
ている。 Carnahan,B..Luther, H.A..Wilkes, J.O..Applied Numerical 
Methods (New York, 1969), pp. 299-301。
IMFの多国間為替相場モデルと実効為替相場〔IJ （木村） (135) 53 
ここで i,n=4, 5である。この中間財の需要方程式(14)の対i/ilは上述③の
方法によって導出される。
2. 供給方程式と価格恒等式
使用される用語は次のとおりである。
＊ 
qu＝ヌメレール遥貨表示の生産物 ijの供給額一基準年のそれを q;Jとす
＊ 
る一の変化率。仰＝dqu/qii
吋／Ii＝生産物対の価格（国内通貨表示）に関する生産物 ijの供給額（国
内通貨表示）の価格弾力性。
＊ 
p.; ＝生産物 nj の価格（供給国の国内通貨表示）一基準年のそれを P•J と
＊ 
する一の変化率。 P”=dp•JIPり
骨・
s"＝生産諸要素の価格（国内通貨表示）の変化に起因する生産物 njの供
給表における垂直的シフト率。
供給方程式
＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
釦＝工叫jはJ(P•i-SO+Su+TJ (15) 
” ＊ 
ここで Tjはj国の通貨の為替相場（ヌメレール通貨表示）の変化率であ
＊ 
る。シフト・ファクター S"は外生的に与えられ，供給表における垂直的シフ
ト率であって，これらのシフトは産出量の変化の結果としての価格の変化と
は関係のない価格の変化を反映している。それらは生産過程において投入物
として使用された輸入生産物の価格変化から，およぴ為替相場の変化が生計
費に影響を及ぼし，ついでそれから誘発された貨幣賃金と間接税の変化から
結果する生産物 ijの供給表における垂直シフト率であって，次のように書
かれる。
ここで
＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
Su=aibu［エ区SCL!、(P.1-Tり］＋:E:E SPC!{ (P.、-T;)
”l”lナi
(16) 
aj＝考察期間中のj国の生計費の変化のうち，貨幣賃金と間接税とに反映
される割合。
如＝ij産業における総生産費のうち賃金と税金とが占めるシェア。
SCL!1=j国における生産費指数に占める生産物叫のシェア。
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SPC!{=ij産業における総生産費に占める生産物叫（投入物としての）
のシェア。
なお，如， SCL!1および SPCばは投入・産出マトリックスよりその値を
求めることができる。
次に価格恒等式を定義する。
* * * pij=Pij+Ti (1り
3. 市場均衡方程式
市場均衡方程式は各生産物の需要および供給の事前的な変化率が等しいと
いう条件を示す。
＊ ＊ 
Xii=qり (18) 
4. 総実質産出額に関する制約
需要，供給およぴ市場均衡条件を表わすこれらの方程式より成るモデル
＊ 
は，政策変数として各国の総名目支出の変化率 Di(k=l, …,15) を与え
ることにより閉じられる。その場合，外生的に与えられた為替相場およぴ総
名目支出水準の下に，この方程式体系は各国の貿易差額および実質産出額に
関して解くことができる。いま貿易差額に関していえば，特定の財に関する
j国の貿易差額はエXし一区Xiに等しい。ここでェ欠{iは i財の j国の
総産出額，こXi［は i財の j国の総アプソープションで， これらは方程式
休系の解から得られる。
ところで，政策変数としては一国の総名目支出よりも総実質産出額の方が
より重要な目標変数であろう。後者は雇用水準と関係するからである。そこ
でモデルは，各国の総実質産出額と外国為替相場それぞれの所与の変化率に
対応する名目的支出と貿易差額の変化を各国ごとに導き出すのに使用され
る。そのうえ，産出の変化の効果から為替相場変化の効果を遮断するため各
国の総実質産出額の変化がゼロであるという仮定の下で分析される。
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＊ ＊ 
＊区qijqiJ ェqijpij
0;=~- ＇ェ q;;-=0 (19) 
` '  
5. モデルの要約
このモデルは 390個の内生変数に関する 390個の方程式より構成されてい
る。
＊ 
外生変数は基準時の貿易のフロ-X:；と為替相場の変化率 T；である。
主なパラメークは最終財への支出の弾力性（1.0とみなされた），輸入ならぴ
に輸出の価格弾力性，供給の価格弾力性，生計費の変化のうち貨幣賃金と税
金とに反映される割合 (0.75とみなされた）である。
〔内生変数〕
＊ 
世界需要の変化率 (X心
＊ 
供給の変化率 (qu)
ヌメレール通貨表示
＊ 
〔方程式の種類〕
需要方程式(3)
供給方程式個
価格変化率 (Pu) 価格恒等式 (1)
＊ 
国内通貨表示価格変化率(P;；)市場均衡 (18)
*• 
シフト・ファククー (s1) シフト方程式(16)
＊ 
総名目支出の変化率 (D1) 産出制約 (19)
〔変数と方程式の数）
5X 15=75 
5X15=75 
5X 15=75 
5X15=75 
5X 15=75 
15 
計 390
I.多角的為替相場モデルの検討
1. 独立性， 1次同次の仮定について
MERMの最初に当面する問題は集計の問題であろう。およそ集計とは，
広い意味でいって，それにより問題の解を得るために入手しうる情報の一部
が，その問題をより容易に処理するために犠牲にされるその手続きをいう。
そして集計は．その集計に含まれるものよりももっと詳細な情報を使用して
も目下の問題の分析の結果に対して何らの差異も与えないという場合，無矛
(9) 
盾 (consistent)であるという。
(9) Green. H. A. J.〔5Jp.3。
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目下の MERMに則していえば，それは SITCに従って 3種の最終需要
財と 2種の中間財にグループ化し，さらに各財はその生産の場所によって識
別されている。そして需要方程式の導出に際して， Armington(1969)の線
に沿って2段階最適化が行われている。こうした手続きの根拠のためにおか
れたのが独立性の仮定と 1次同次の仮定である。
いま次の関数を考えよう。
y=f(Xn,・・・, X1m, X21,・・・, X2m,・ ・， ふ1, ・・•, Xnm) (20) 
この関数の変数はすべて非負であり， この閲数は次の性質をもつと仮定す
る。
{a) すべての r, k(r=l,…， n; k=l,••·, m)に対して
対．
>O(21)  
OXrk 
{b) 次の行列式
0 f11 …f… 
D= 
fn f11•II ••• f11•nm 
............ 
f"mf"m•11••• fnm•nm 
(2） 
の P 次 CP~3) の主座小行列式が (-1)が 1 の符号をもつ。 ここで f,k=
i)f/i)Xrk, frkqi=i)2f/i)Xrki)知である。
関数yは効用関数あるいは生産関数である。変数 Xrkは MERMにおけ
る生産物にあたる。上記(a)は各最終生産物の限界効用あるいは中間財投入物
の限界物理的生産物がつねに正であることを意味する。 (b)はヒックシャン安
定条件であって，最大化の 2次条件を示している。
まず第 1の問題は'(21)が
y=F(x1,……，ふ） {23） 
と関数内でまとめることのできる条件を求めることである。ここで各 r(r=
1,…, n)に対して，
ふ＝ ¢r （Xrl,・・・， Xrm) (24) 
IMFの多国間為替相場モデルと実効為替相場 (I) （木村） （139) 57 
である。この問題は Solow(1955-56)の collapsibilityの条件， Leontief
の functionalseparabilityの条件といわれるものである。
［定理 1] (Leontiefの分離可能性条件)『式(20)を姻の形で表硯しうるた
めの必要十分条件は， すべての q,r=l,…,n:q=I=r;i,j,k=l,…. m 
に対して
出（島／恙）＝0t) 
＝この定理は 1グループにおける 2変数間の限界代替率がそのグ）レープにお
ける変数のみの間数であり，他のいかなるグループのどのような変数の量か
らも独立であるというのが，変数のグループ化，すなわち関数の分離可能性
の必要十分条件であるということを述べている。われわれは， yが基本変数
知，……， x.,.の関数というとき， それは関数fが基本変数の値の各組合せ
に対して一意的な yの値をあてがうことを意味する。 そこで，所与の値の
ふ1,…,“r” に対して一意的な出の値を与える関数 f>r(r= 1,…， n)およ
ぴ所与の値の X1, …，石に対して一意的な yの値を与える関数 Fが存在
し，その結果
f(x11, …•••, 圧） ＝F(x1,・， ふ）
=F［ふ（ふ1,'・， “心，・・・・・・・・・， ふ（ふ1，・・， x.,.)] 
となる条件がこの定理で示されている。
［定理2]（同次関数の分離可能性）『（a)2段階最大化手続きの無矛盾性，
(blグループ支出瓦＝Pん (r=l,…，”)であるような量指数 Xr と価格指数
p,.が各グ）レープごとに存在すること， この (a), (b)の両方ともが成立するた
めの必要十分条件は，各量指数がその基本財貨あるいは基本投入物に関する
(1) 
1次同次の廃数であることである。』
(10) 証明は Green(5 J pp.12-15。
(11) 証明は Green(5 J pp. 25-27。Greenは2段階とも最大化手続きをとるもの
とするが， HERMでは第1段階は最大化，第2段階は最小化の手続きである。
しかし無矛盾性に変りはない。なお，安定条件に関する定理もあるが，ここで
は省略する。同上 p.29-32を参照せよ。
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ここにいう (a)の2段階最大手続きの無矛盾性とは次のことを意味する。基
本変数（われわれの生産物）がグループ化（われわれの財）されて量指数が
定義され， さらに各グループごとに 1つの価格指数がそのグループの各成員
の価格の関数として定義される。まず第 1段階で，与えられた総支出の各グ
ループヘの最適配分が価格指数のみに関連して決定される。このように各グ
ループに配置された支出は，第2段階で，当該グループの間に，それらの成
分の個々の価格に基づいた効用もしくは生産の極大化あるいは費用最小化と
いった最適化条件の下に配分される。こうした手続きはこうしたグループ化
をしないで，基本財貨あるいは基本投入物の量が， それら個々の価格に基づ
いて効用あるいは生産の最大化を行った場合と同じであるというのが 2段階
最大化の無矛盾性の意味である。 (b)は，グループの量指数と価格指数の積が
そのグループの成員の量と価格の積の合計であるそのグループの支出に等し
いための条件に関係している。
以上の 2定理に基づき， グループ化および 2段階最大化手続きを採用して
需要方程式が導出される。したがってその際におかれた仮定，すなわち①同
一種類（財）の 2生産物間の限界代替率は他の種類（財）の生産物の需要量と
は独立である。③指数を表わす関数は 1次同次である，という仮定はこのた
めに用意されたものである。
2. 需要方程式の導出
まず最終需要生産物への需要方程式の導出を説明しよう。 その方法は 2段
階最大化の方法によっている。量指数を表わす関数が 1次同次であると仮定
されているので， 一国の最終財への総貨幣支出 Dは， p；, pilをそれぞれ自
国通貨表示の財の価格，生産物の価格として，
””'” D＝エエPiI知＝区Pぷi
i-1 l-1. i-1 
姻
と表わすことができる。
” 第 1段階では， D＝:EPふの制約の下で，効用関数 F=F(x1,…，ふ）を
i" l 
最大化する。入をラグランジュ乗数として
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” F—入［~pぷ;-D]=max.
i=l 
最大化の1次条件は
iJF 
--＝入か (i=l,…, n) 
む•i
(26) 
臨と(26)とより，財の最適需要量ふが D とか，…，かの関数としてきま
る。
Xi ＝ふ（D，p1, …,p.) i=l, …， n (27) 
”’ 第2段階では第 1段階で決定されたふを購入する費用区Pi1Xi1を制約条
件
ふ＝¢i（ふ1, …,X;m)
の下で最小化する。μをラグランジュ乗数として，
m 
区Puxu-μ(¢,-x,)=min. 
l -1 
最小化の 1次条件は，
p 蒻iu=μ玩； （l=I, ・・, m) 
(28）と(29)とより，生産物の需要関数は
知＝Xi;(Xi,Pn,…, p心
次に(27)を全微分して出で割ると
dふ秘 DdD 知 P1dP11...1 ox, p.dp,>
-＝---+--—+…+-- - -XI ODXi D 0p1Xi Pl 0pJa pn 
他方，（30)を全徴分して知で割ると
l~l 
dxij 0xijゎ dx,'OX;;Pn dPn''OX;; P,m dp,m 
―=-----—+ - -＋…+----
Xii0xi知 Xi 0pi1知 Pa''op,mX; P,m 
(28） 
(29） 
(30） 
(31) 
認|
0xii Xj 
この式の右辺第 1項中の一—ーはオイラーの定理を用いて 1 に等しいこと
0xi xi 
がわかる。なぜならば，ふ＝Xi（知，・・・， Xim)を Xjで偏微分して，
°Xj oXj1 0Xj 0xim 
1= ——+…+--0冗j10Xj oXjm oXj 闊
一方，ふ＝Xi（ふ1, ・， Xim)は1次同次であるから，オイラーの定理により
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むi
＋ 
むi
ふ＝一ふ1+…—ximOX;i~u 1 1 OX;m 
これをさらにふで割ると
1= 
i)ゎふ1
＋ ＋ 
i)ゎ xim. 
i)出1Xi j)Ximふ
(34) 
(3)と(34)の両式より
0xij Xij 
OX; -X; 
(j =•1 m), °ふj ふしたがって―--＝1となる。0xiふj
”’ 次に， Pぷj＝区pi/知より
l-1 
dp; 
Pi 
を求めると，
弘 =ff;幽少g+g麟 Xid（門
p; t:'1 p必 P;1 ・ t='1 P必ふ1
x; 
(35) 
この式の右辺第2項は知の市場シェアの変化率の加重平均であるから 0で
”t 
ある。いま匹知＝Suと示すと dp.ー＝エSildPu ーーとなる。
P必 Pi l~1 Pu 
また，（31)におい
て
iJx, D 
'iJDx, 
=ei, 
i)ふ P1
i)PIXi =
 7/i/1, ・・, 
秘 p”
0p“i 
='f/i/n と表わすと， (31)は次のように
なる。
dxi dD dp"l -＝ei—＋工布／”[こ Snl一］＋区布／iS
dp;z 
i l 
ゎ D 圧 j l Pnl l Pu 
(36) 
(36)を(32)に代入し，
dxii=e伊＋こ知［区S虚竺］＋叫（邑麟＋布／ふ）年
知 D n中i l P”l l 0pi1知 P11
(31) 
ここで右辺銹 3項のカッコ内
i)xu Pu 
i)Pu xij 
+7/i/iSuは生産物 ijの需要の価格弾
力性を意味する。 それを 7/ji/jlと書く。国をを表わすのに Kを用い， ヌメレ
ール通貨表示の価格を P,, また変化率を変数の記号上pii のように示し，
に＊を付けて示す。たとえば弘~=Pi;, Tkを K国通貨のヌメレール通貨
建為替相場として， ヌメレール通貨表示の最終需要生産物への K国の需要の
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変化率は次のように表わすことができる。
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＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
xt=Pu+e切＋江如(Pu-Ti) ＋江心[~S:、 (Pd-Ti) ］
l ”＊ヽ l
(1) 
中間生産物については，効用関数の代りに中間生産物を投入物とする生産
関数を考え，上述と同様な推論を行えば本文の(2)式が求められる。
え― CRESH 関数を適用して可~i/il と可i/ii を表わす。
Hanoch (1971)の CRESH(constant ratios of elasticties of substitu-
(12) 
tion homothetic or homogeneous)関数は， 財を構成する生産物の間のア
レンの代替の偏弾力性は無差別曲線あるいは等高線に沿って変わり，かつ生
産物の対ごとに異なるが，しかし代替の偏弾力性どうしの比率は等高線のい
たるところで一定であるという性質をもつ。
いましばらくは Hanochの用語に従って推論の過程をたどり，
結果をわれわれの用語におきかえよう。関数 Y=f（ざ）
れる。 x,>Oo,s;;Y,s;;+o について，
”’ F(Y, ~＝区 D;［ふ／h(Y)]d←1=0
i~ 1 
ここで，ざは生産物ベクトル， Yは財，
というのは同次関数の単調変換であるから，
f@）はμ次の同次関数で， f(柁）＝tμf（名）である。
したがって姻は次のようになる。るので， ’μ=l,
得られた
が次のように定義さ
姻
Di, diは定数である。 homothetic
h(Y) = YI/μ を選ぶと，
いま 1次同次を仮定す
Y= 
”’ F(Y,を）＝I::D,[x、/Y]d1-l=O
i-1 
生産物の価格ベクトルをを仮定して'(39)の制約の下で費用 C＝~p心を最
(39) 
小にしよう。
ラグランジアン
L=L（竺； Y,I!_) =C-}..F-
＝干Pの一入杵D、［象］“-1} (40) 
(12) Hanoch C 6 J pp. 6'iY/-699。
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Aはラグランジュ乗数である。
次のような変換を行う。
log X;=z、,logY=y, log p;=q; 
1 loglll =A, loglD必 l=C;, ―—=.a、
1-d、
そこで(40）は次のように表わされる。
(41) 
L（そ； y， g) ＝ ~exp[q、 +z、]一入｛~D心p[d,(z'―y)]-1} (42) 
l 
最小化の 1次条件を求めると，
iJL 
~=exp(q、+z、)一入D、die砂{d、 (z、 -y)} =0 (i=l,…， m) （僻
iJz、
この式から， J.D必＞0であるから， すべての D1d1が Aと同じ符号をとる
ことがわかる。 D、>0も D、d、>0も仮定する必要はない。 さて，（絡）より，
Z戸の(A-q、-d;y+c、) （4) 
随と（耕の m+I個の方程式が 4(g,y)について解かれ，その結果が(4)に代
入されると，所与の yの下でのふ (i=1, …， m)が得られる。 (4)より需要
の価格弾力性は，
iJzi iJA 
刀ii'=―=ai—-a、iJq、 iJq、
iJz、 i)A
加＝一土の一i)qji)の'伍i
且に関して解くため次の制約を用いる。
こ加S、=0
l 
姻
(46) 
ここで s、=P必．
EP1X1 
であって， それは総費用に占める第 i要素のシェアで
ある。この(46)式は，
E加 S1=知 PJP必 0石 PiP.x. = Pi 知
l 籾戸平；＋・・・十籾豆P必ェp、“障P1+…＋紛）
この式のカッコ内は貨幣所得と Pi以外の価格が不変であるから 0に等し
い。したがって(46)が成立する。（個と(46)とより，
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iJA 工加S1=―区S必ーSjai=0
l Oqi 
したがって，
M s氾 j
＝ oq; -I: s1a1 
(47)を(45)に代入して
Siaf 
nii=-ai 
~s1a1 
Sjaiai 
nij= 
~s心'’
j=j,i 
アレンの代替の偏弾力性は
“., ＝ ふfI+…＋Xmfm尻，“rx, F 
ただし
0 f1 か••• f . 
（木村） (145) 63 
(41) 
(48) 
(49) 
F=I 
fl fn f12…flm 
, Fr，は Fのf,，の余因数。
fm fmi/m2…fmm 
代替の偏弾力性と生産関数の場合の価格弾力性と，また効用関数の場合の
(13) 
所得補償ずみ価格弾力性との間には次の関係がある。
l aja・ 
‘i; ＝ di =-m;= 
， 
SJ 工S心'i=I=j 
l _ a~ a, 
‘“= -7/ii = --Si 区Slal si 
(50) 
(51) 
(50)より CRES性は明らかである。すなわち， すべての、ijは共通の比例因
1 1 
こslai a 子 ＝＝でもって比例的に変化するからである。
ェア {S;} をウエイトとした ｛a;｝の加重平均である。
代替の可能性を測るバロメークである。
(13) Allen C 7 J pp. 503-509。
ここで石は生産物シ
1 
ai＝口であって，
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上の(50)と(51)の結果を MERMの記号に置きかえると次のようになる。
k k - Suaiiail auXil 
殉／il＝エsimaim= k k叱， l#j
”’ 
工aimXim
”‘ 
k k 
袖 ji=-（1- aiiSij 立 sim)如＝ （1 aiixii k m _＿芯k)afi
m 
(7) 
(8) 
供給方程式の検討，モデルの実効為替相場計測への適用については次号に
ゆずる。
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